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調 査 の 概 要 
 
 
 
１ 調査の目的 

 この調査は、介護サービスに係る給付費の状況を把握し、介護報酬の改定など、介護保険制度

の円滑な運営及び政策の立案に必要な基礎資料を得ることを目的とした。 

 

 

２ 調査の範囲 

 各都道府県国民健康保険団体連合会が審査したすべての介護給付費明細書、給付管理票を集計

対象とした。 

 ただし、福祉用具購入費、住宅改修費など市区町村が直接支払う費用（償還払い）は含まない。 

 

 

３ 調査の時期 

 毎月（平成23年５月審査分～平成24年４月審査分） 

 

 

４ 調査事項 

（１） 介護給付費明細書…性、年齢、要介護(要支援)状態区分、サービス種類別単位数・回数等 

（２） 給付管理票…………性、年齢、要介護(要支援)状態区分、サービス種類別計画単位数等 

 
 

５ 調査の方法及び系統 

 （１）調査の方法 

  国民健康保険中央会の取りまとめのもとに、各都道府県国民健康保険団体連合会において審

査した介護給付費明細書等のデータをコピーし、厚生労働省大臣官房統計情報部に提出する方

法により行った。 

（２） 調査の系統 
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中央会 
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居宅介護支援事業所 

地域密着型ｻｰﾋﾞｽ事業所 

介護保険施設 

都道府県国民健康保険
団体連合会 



2 
 

 

 

６ 集計方法 

 結果の集計は、厚生労働省大臣官房統計情報部で行った。 

 

 

７ 利用上の注意 

  （１）表章記号の規約 

計数のない場合                 － 

表章単位の２分の１未満の場合          0.0 

減少数の場合                    △ 

 

（２）原審査分について集計している。なお、単位数・件数については、事業所からの請求時点

の数値を集計している。 

（３）数値はそれぞれの表章単位未満での四捨五入のため、計に一致しない場合がある。 



 3

結 果 の 概 要 
 
１ 受給者の状況 

（１） 年間受給者数 

平成 23 年５月審査分から平成 24 年４月審査分（以下「１年間」という。）における介護予

防サービス及び介護サービスの年間累計受給者数をみると 51,806.4 千人となっており、その

うち介護予防サービス受給者数は 11,001.5 千人、介護サービス受給者数は 40,828.7 千人と

なっている。 

 また、年間実受給者数（平成 23 年４月から平成 24 年３月の各サービス提供月の介護予防サ

ービスまたは介護サービス受給者について名寄せしたもの）は 5,173.8 千人となっている。

（表１、表２－１、表２－２） 

表１ 受給者数の年次推移 

　　　　（単位：千人）

対前年度増減数

年間累計受給者数  45 331.4  47 182.8  49 272.8  51 806.4  2 533.6

年間実受給者数  4 516.4  4 687.1  4 928.2  5 173.8 245.6

注：1）「年間累計受給者数」は、各年度とも5月から翌年4月の各審査月の介護予防サービス及び介護サービス受給者の合計である。
     2）「年間実受給者数」は、各年度とも4月から翌年3月の各サービス提供月の介護予防サービスまたは介護サービス受給者について
　     　名寄せを行ったものであり、当該期間中に被保険者番号の変更があった場合には、別受給者として計上している。

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

 
 

表２－１ サービス種類別にみた受給者数 
介護予防サービス （単位：千人）

平成23年度 平成22年度
対前年度
増減数

平成23年度 平成22年度
対前年度
増減数

総  数 11 001.5 10 423.2   578.4  1 273.1  1 219.1   54.0

介護予防居宅サービス 10 854.1 10 285.7   568.4  1 262.1  1 208.9   53.1

訪問通所 10 528.1 9 968.9   559.2  1 225.6  1 172.9   52.7

介護予防訪問介護 5 049.4 4 857.5   192.0   581.4   564.1   17.3

介護予防訪問入浴介護  5.2  5.1   0.0   1.3   1.3   0.1

介護予防訪問看護  337.4  311.8   25.6   49.7   46.4   3.3

介護予防訪問リハビリテーション  113.1  100.3   12.8   17.1   15.5   1.6

介護予防通所介護 4 421.4 4 118.1   303.3   561.0   526.1   34.8

介護予防通所リハビリテーション 1 419.7 1 399.5   20.3   174.6   174.8 △  0.2

介護予防福祉用具貸与 2 467.4 2 063.4   404.1   321.7   276.6   45.1

短期入所  117.1  118.9 △  1.8   40.2   41.2 △  1.0

介護予防短期入所生活介護  104.1  104.5 △  0.4   35.3   35.8 △  0.6

介護予防短期入所療養介護（老健）  12.3  13.7 △  1.4   5.2   5.8 △  0.5

介護予防短期入所療養介護（病院等）  0.8  0.9 △  0.1   0.4   0.4 △  0.0

介護予防居宅療養管理指導  274.6  257.5   17.2   42.9   40.8   2.1

介護予防特定施設入居者生活介護  257.1  246.4   10.8   32.1   30.9   1.2

介護予防支援 10 438.8 9 904.3   534.5  1 227.3  1 174.9   52.4

介護予防地域密着型サービス  80.6  70.4   10.2   12.7   11.4   1.3

介護予防認知症対応型通所介護  9.8  9.4   0.4   1.8   1.8   0.0

介護予防小規模多機能型居宅介護  61.4  51.2   10.2   9.1   7.7   1.4

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）  9.5  9.9 △  0.4   1.9   2.0 △  0.1

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）  0.0  0.0 △  0.0   0.0   0.0 △  0.0

年間累計受給者数 年間実受給者数

 
 注：１）「年間累計受給者数」は、各年度とも５月から翌年４月の各審査月の介護予防サービス及び介護サービス受給者の合計である。 

２）「年間実受給者数」は、各年度とも４月から翌年３月の各サービス提供月の介護予防サービスまたは介護サービス受給者について 

名寄せを行ったものであり、当該期間中に被保険者番号の変更があった場合には、別受給者として計上している。 

３）１年間のうち介護予防サービスと介護サービスの両方を受けた者は、それぞれに計上される。 
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表２－２ サービス種類別にみた受給者数 

 
介護サービス （単位：千人）

平成23年度 平成22年度
対前年度
増減数

平成23年度 平成22年度
対前年度
増減数

総  数   40 828.7   38 872.6  1 956.1  4 201.0   4 015.8   185.2

居宅サービス   28 463.3   26 843.1  1 620.2   3 151.0   2 986.9   164.1

訪問通所   25 250.0   23 928.5  1 321.5   2 849.4   2 711.5   137.9

訪問介護   10 336.8   9 897.7   439.1   1 298.7   1 247.9   50.8

訪問入浴介護    974.9    963.0   11.8    151.9    148.0   3.9

訪問看護   3 233.8   3 067.7   166.2    434.0    411.9   22.1

訪問リハビリテーション    794.8    724.2   70.6    107.9    98.9   9.0

通所介護   13 015.8   12 100.8   915.0   1 555.0   1 451.2   103.8

通所リハビリテーション   4 662.8   4 567.4   95.4    550.7    541.5   9.2

福祉用具貸与   13 814.3   12 706.9  1 107.4   1 681.1   1 553.3   127.8

短期入所   4 154.3   4 034.5   119.8    763.0    742.3   20.7

短期入所生活介護   3 568.2   3 429.2   138.9    650.6    626.5   24.2

短期入所療養介護（老健）    593.9    612.1 △  18.2    140.6    145.6 △  5.1

短期入所療養介護（病院等）    44.3    48.4 △  4.1    10.6    12.0 △  1.4

居宅療養管理指導   4 173.0   3 733.9   439.1    546.6    491.6   55.0

特定施設入居者生活介護   1 616.1   1 465.5   150.6    177.8    161.6   16.2

居宅介護支援   25 400.7   24 136.3  1 264.4   2 904.1   2 768.4   135.7

地域密着型サービス   3 574.4   3 200.7   373.7    400.5    358.5   42.0

夜間対応型訪問介護    82.7    68.7   13.9    11.8    10.1   1.7

認知症対応型通所介護    697.3    668.9   28.4    88.9    85.4   3.5

小規模多機能型居宅介護    625.9    511.5   114.4    79.9    65.4   14.5

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   1 935.8   1 802.5   133.4    202.6    188.8   13.9

認知症対応型共同生活介護（短期利用）    3.1    3.0   0.2    1.6    1.5   0.1

地域密着型特定施設入居者生活介護    47.4    37.4   10.0    5.5    4.2   1.4

地域密着型介護老人福祉施設サービス    190.5    115.6   75.0    21.5    12.5   9.0

施設サービス   10 403.8   10 252.3   151.6   1 135.4   1 108.7   26.7

介護福祉施設サービス   5 443.4   5 287.4   156.0    562.1    538.7   23.4

介護保健施設サービス   4 030.3   3 967.3   63.1    499.3    483.7   15.5

介護療養施設サービス    971.9   1 036.8 △  64.9    126.8    136.1 △  9.3

年間累計受給者数 年間実受給者数

 
注：１）「年間累計受給者数」は、各年度とも５月から翌年４月の各審査月の介護予防サービス及び介護サービス受給者の合計である。 

２）「年間実受給者数」は、各年度とも４月から翌年３月の各サービス提供月の介護予防サービスまたは介護サービス受給者について 

名寄せを行ったものであり、当該期間中に被保険者番号の変更があった場合には、別受給者として計上している。 

３）１年間のうち介護予防サービスと介護サービスの両方を受けた者は、それぞれに計上される。 

 

 

表３ サービス体系別にみた受給者数の月次推移 
 

（単位：千人）

平成23年
5月審査分

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
平成24年
1月審査分

2月 3月 4月

介護予防サービス総数   892.1   898.7   903.4   906.6   907.8   916.5   924.8   931.8   934.2   927.4   926.3   932.0 

　　介護予防居宅サービス   879.5   886.3   890.8   894.4   895.8   903.9   912.6   919.6   921.9   915.6   914.4   919.3 

　　介護予防地域密着型サービス   6.3   6.4   6.4   6.6   6.6   6.6   6.7   6.8   6.9   7.0   7.0   7.1 

介護サービス総数  3 313.9  3 347.9  3 367.3  3 371.5  3 395.3  3 399.7  3 429.3  3 438.4  3 440.9  3 433.5  3 432.9  3 458.2 

　　居宅サービス  2 301.5  2 328.0  2 342.0  2 347.5  2 360.0  2 366.1  2 396.5  2 404.0  2 407.4  2 396.9  2 394.9  2 418.7 

　　地域密着型サービス   283.5   289.0   291.7   293.4   296.0   297.8   300.8   302.0   303.7   303.7   304.5   308.5 

　　施設サービス   858.9   861.7   863.2   861.0   870.4   868.0   869.4   868.7   870.7   869.8   869.3   872.7  
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（２） 要介護(要支援)状態区分の変化 

平成 23 年５月審査分における受給者のうち、平成 23 年４月から平成 24 年３月の各サービ

ス提供月について１年間継続して介護予防サービスまたは介護サービスを受給した者（以下

「年間継続受給者」という。）は、3,123.4 千人となっている(表４)。 

年間継続受給者の要介護(要支援)状態区分を平成 23年４月と平成24年３月で比較すると、

「要支援１」～「要介護３」において、要介護（要支援）状態区分の変化がない「維持」の

割合が、７割近くとなっている（図１）。 

 

             表４ 年間継続受給者数の要介護(要支援)状態区分の変化別割合 
 

(単位：％）

(100.0%) 100.0  8.2  11.2  16.8  20.2  16.2  14.4  13.0  

平 (9.8%) 100.0  67.8  20.9  8.1  2.2  0.7  0.3  0.1  

成 (12.0%) 100.0  10.8  67.6  13.2  6.1  1.4  0.7  0.2  

23 (18.6%) 100.0  1.1  4.0  66.9  19.5  5.8  2.1  0.6  

年 (20.0%) 100.0  0.2  1.2  8.0  69.2  15.0  5.0  1.5  

4 (15.7%) 100.0  0.1  0.3  2.0  8.5  68.8  15.5  4.8  

月 (13.3%) 100.0  0.1  0.2  0.8  2.6  7.4  74.0  15.0  

(10.7%) 100.0  0.0  0.0  0.2  0.5  1.2  6.1  91.9  

平　　成　　24　　年　　３　　月

総数
 (3 123.4千人)

要支援１
(255.7千人)

要支援２
(349.3千人)

要介護１
 (526.1千人)

要介護２
(629.5千人)

要介護３
(505.9千人)

要介護４
(450.7千人)

要介護５
(406.2千人)

要介護４
 (416.0千人)

要介護５
(333.7千人)

総数
 (3 123.4千人)

要支援１
（305.6千人）

要支援２
（373.6千人）

要介護１
 (580.2千人)

要介護２
 (625.3千人)

要介護３
(489.1千人)

 
 
 
 
 

図１ 年間継続受給者数の要介護(要支援)状態区分の変化別割合 
 

 

10.8 
5.0 

9.4 10.9 11.0 8.1 

67.8 67.6 66.9 69.2 68.8 
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91.9 

32.2 
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21.4 20.3 
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0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

軽度化 維持 重度化

（％）

平成23年4月の要介護（要支援）状態区分
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（３） 性・年齢階級別にみた受給者の状況 
平成 24 年４月審査分においては、認定者数 5,436.6 千人、受給者数 4,387.8 千人となって

おり、受給者を性別にみると、「男」1,286.9 千人（29.3％）、「女」3,101.0 千人（70.7％） と

なっている。また、認定者に対する受給者の割合をみると、「男」77.2％、「女」82.3％とな

っている。（表５） 

65 歳以上の年齢階級別人口に占める受給者の割合（平成 23 年 11 月審査分）を男女別にみ

ると、「70～74 歳」以降の全ての階級において、女性の受給者の割合が男性を上回っている 

（図２）。 

 
 

表５ 性別にみた認定者数・受給者数及び認定者数に占める受給者数の割合 
 

平成24年
4月審査分

平成23年
4月審査分

平成24年
4月審査分

平成23年
4月審査分

平成24年
4月審査分

平成23年
4月審査分

平成24年
4月審査分

平成23年
4月審査分

総　数 5 436.6 5 189.2 4 387.8 4 157.0 100.0 100.0 80.7 80.1

男 1 666.5 1 581.0 1 286.9 1 210.8 29.3 29.1 77.2 76.6

女 3 770.0 3 608.2 3 101.0 2 946.2 70.7 70.9 82.3 81.7

構成割合（％）認定者数（千人）① 受給者数（千人）② 受給者割合（％）②／①

 
 

 

図２ 性・年齢階級別にみた６５歳以上人口に占める受給者数の割合 
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２ 受給者１人当たり費用額 
（１） サービス種類別にみた受給者 1 人当たり費用額 
  平成 24 年４月審査分の受給者 1 人当たり費用額は 157.0 千円となっており、平成 23 年４月

審査分と比較すると 1.2 千円増加している(表６)。 

  平成 23 年４月審査分と平成 24 年４月審査分の受給者 1 人当たり費用額をサービス種類別に

比較すると、居宅サービスの通所介護、地域密着型サービスの認知症対応型通所介護などの増加

が大きい（表７)。 

 

表６ 受給者 1人当たり費用額の年次推移 

（単位：千円）

対前年同月
増減額

総　　数 150.0 151.2 157.3 155.8 157.0 1.2

注 ：1)  受給者１人当たり費用額 = 費用額／受給者数

　　 2)  費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額の合計額である。

　　　　 市町村が直接支払う償還払いは含まない。

　　 3)  平成23年４月審査分においては、東日本大震災の影響により、介護給付費明細書等を各都道府県国民健康保険団体

         連合会に提出できない介護サービス事業所等や介護給付費明細書によらない概算請求・支払いがあったものと

         考えられる。

平成20年4月
審査分

平成21年4月
審査分

平成22年4月
審査分

平成23年4月
審査分

平成24年4月
審査分

 

 

表７ サービス種類別にみた受給者１人当たり費用額及び費用額累計 

 
介護予防サービス 介護サービス

平成２４年
４月審査分

平成２３年
４月審査分

対前年
同月

増減額

平成２４年
４月審査分

平成２３年
４月審査分

対前年
同月

増減額

総  数   39.9   39.4   0.5  436 848 総  数   188.5   186.9   1.6 7 550 670

介護予防居宅サービス   35.6   35.2   0.4  384 677 居宅サービス   122.0   119.2   2.9 3 387 519

訪問通所   33.6   33.2   0.4  352 516 訪問通所   106.3   103.3   3.0 2 608 203

介護予防訪問介護   20.1   20.2 △   0.1  101 989 訪問介護   67.5   66.5   1.0  681 106

介護予防訪問入浴介護   34.6   35.6 △   1.0   182 訪問入浴介護   61.4   58.6   2.8  58 909

介護予防訪問看護   30.5   30.6 △   0.1  10 008 訪問看護   46.4   46.9 △   0.5  146 818

介護予防訪問リハビリテーション   29.6   29.4   0.1  3 226 訪問リハビリテーション   34.7   34.1   0.6  26 472

介護予防通所介護   36.5   36.0   0.5  160 910 通所介護   87.9   84.3   3.6 1 102 837

介護予防通所リハビリテーション   42.7   42.0   0.7  60 501 通所リハビリテーション   85.4   82.2   3.1  383 668

介護予防福祉用具貸与   6.3   6.4 △   0.1  15 699 福祉用具貸与   15.0   15.2 △   0.2  208 393

短期入所   35.3   35.1   0.2  4 086 短期入所   98.0   96.9   1.0  398 128

介護予防短期入所生活介護   34.7   34.3   0.4  3 558 短期入所生活介護   98.7   97.3   1.4  342 877

介護予防短期入所療養介護（老健）   40.1   40.2 △   0.0   495 短期入所療養介護（老健）   84.5   84.8 △   0.3  50 560

介護予防短期入所療養介護（病院等）   38.9   37.9   1.0   33 短期入所療養介護（病院等）   104.9   108.2 △   3.3  4 691

介護予防居宅療養管理指導   10.8   10.6   0.3  2 914 居宅療養管理指導   11.8   11.4   0.4  48 244

介護予防特定施設入居者生活介護   99.6   99.4   0.3  25 161 特定施設入居者生活介護   209.4   208.6   0.8  332 945

介護予防支援   4.3   4.3 △   0.0  45 407 居宅介護支援   13.6   13.5   0.1  345 367

介護予防地域密着型サービス   84.0   86.3 △   2.3  6 764 地域密着型サービス   223.6   221.6   1.9  785 846

介護予防認知症対応型通所介護   46.7   43.9   2.9   436 夜間対応型訪問介護   27.0   26.0   1.0  2 208

介護予防小規模多機能型居宅介護   65.7   65.6   0.1  4 040 認知症対応型通所介護   117.4   113.9   3.6  79 388

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   246.0   242.6   3.5  2 287 小規模多機能型居宅介護   200.0   199.5   0.6  125 263

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）   34.7   65.2 △   30.5   1 認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   271.9   271.1   0.8  517 884

認知症対応型共同生活介護（短期利用）   75.3   78.7 △   3.4   234

地域密着型特定施設入居者生活介護   210.9   212.6 △   1.7  9 851

地域密着型介護老人福祉施設サービス   272.3   276.4 △   4.1  51 019

施設サービス   295.9   296.5 △   0.5 3 031 937

介護福祉施設サービス   277.0   277.0   0.0 1 482 834

介護保健施設サービス   294.9   294.3   0.6 1 169 942

介護療養施設サービス   395.2   394.8   0.4  379 162

注 ：1)  受給者１人当たり費用額 = 費用額／受給者数
　　 2)  費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額の合計額である。市町村が直接支払う償還払いは含まない。
　　 3)  平成23年４月審査分においては、東日本大震災の影響により、介護給付費明細書等を各都道府県国民健康保険団体連合会に提出できない介護サービス事業所等や
     　　介護給付費明細書によらない概算請求・支払いがあったものと考えられる。

１人当たり費用額
(単位：千円）

１人当たり費用額
(単位：千円） 平成２３年度

費用額・累計
(単位：百万円）

平成２３年度
費用額・累計

(単位：百万円）
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（２） 都道府県別にみた受給者 1 人当たり費用額 

平成 24 年４月審査分における受給者 1 人当たり費用額を都道府県別にみると、介護予防サ

ービスは沖縄県が 44.2 千円と最も高く、次いで佐賀県が 43.3 千円、福井県が 43.2 千円とな

っている。介護サービスでは、沖縄県が 212.4 千円、次いで高知県が 209.5 千円、石川県が

203.5 千円となっている。(表８) 

 

表８ 都道府県別にみた受給者 1 人当たり費用額 

平成24年4月審査分

（単位：千円）

総  数
介護予防居宅

サービス
介護予防地域

密着型サービス
総  数

居宅
サービス

地域密着型
サービス

施設
サービス

全　国 39.9 35.6 84.0 全　国 188.5 122.0 223.6 295.9

北海道 40.3 35.9 88.0 北海道 185.3 101.8 237.4 298.5

青森県 39.7 35.4 90.0 青森県 186.2 118.2 250.0 296.7

岩手県 39.1 34.7 72.6 岩手県 178.2 108.8 227.2 293.2

宮城県 37.7 34.0 115.9 宮城県 178.8 115.8 229.4 289.3

秋田県 37.9 33.1 77.5 秋田県 185.6 121.7 232.0 288.4

山形県 41.8 37.2 72.2 山形県 185.2 116.4 215.5 285.3

福島県 39.4 35.4 79.0 福島県 179.3 110.8 216.7 287.3

茨城県 41.2 36.8 99.5 茨城県 184.8 113.9 242.0 283.4

栃木県 41.4 36.7 84.7 栃木県 186.0 122.0 223.2 292.0

群馬県 41.3 36.8 83.9 群馬県 191.4 125.2 233.2 288.2

埼玉県 40.0 35.9 98.6 埼玉県 181.6 118.5 237.6 288.4

千葉県 39.9 35.9 82.5 千葉県 181.5 123.6 233.5 290.1

東京都 40.1 36.0 88.0 東京都 186.9 130.6 172.5 308.0

神奈川県 39.4 35.6 91.7 神奈川県 183.8 119.1 216.3 298.1

新潟県 40.7 36.2 71.6 新潟県 194.0 122.3 216.9 296.0

富山県 40.6 36.2 79.3 富山県 199.5 116.7 207.3 308.6

石川県 42.6 38.0 82.6 石川県 203.5 122.9 234.3 294.6

福井県 43.2 38.7 65.6 福井県 194.9 119.8 209.3 294.3

山梨県 40.8 36.7 103.9 山梨県 189.6 131.3 231.1 285.2

長野県 38.4 34.3 71.7 長野県 185.5 122.4 205.2 290.3

岐阜県 38.7 34.3 87.4 岐阜県 187.7 118.4 234.9 281.7

静岡県 40.8 36.5 105.5 静岡県 190.0 121.2 214.2 293.1

愛知県 40.6 36.3 95.4 愛知県 192.6 130.0 229.6 294.4

三重県 37.9 33.7 79.3 三重県 182.9 123.5 224.9 289.8

滋賀県 38.2 34.3 63.0 滋賀県 182.7 120.8 196.8 291.4

京都府 34.6 30.5 68.7 京都府 182.9 110.8 188.8 310.9

大阪府 36.8 32.6 77.0 大阪府 183.9 127.5 231.7 300.6

兵庫県 40.4 36.1 78.8 兵庫県 191.4 126.9 223.9 296.1

奈良県 41.5 37.2 94.0 奈良県 182.8 120.3 231.4 286.3

和歌山県 37.1 32.8 80.3 和歌山県 189.1 128.3 231.9 291.5

鳥取県 43.2 38.4 75.8 鳥取県 203.2 125.7 215.1 296.0

島根県 39.3 34.9 64.1 島根県 188.6 115.4 211.7 291.2

岡山県 41.4 36.9 79.7 岡山県 189.4 118.8 239.6 291.2

広島県 40.3 36.0 70.6 広島県 192.1 121.4 229.0 299.4

山口県 39.3 35.0 73.0 山口県 195.0 118.8 212.4 303.9

徳島県 39.7 35.2 93.0 徳島県 194.3 109.6 247.0 301.8

香川県 41.8 37.4 77.3 香川県 188.5 121.3 220.3 289.8

愛媛県 40.3 35.5 114.6 愛媛県 194.0 120.2 243.3 298.5

高知県 38.0 33.5 110.7 高知県 209.5 120.1 237.1 322.7

福岡県 41.1 36.6 90.9 福岡県 196.1 124.1 236.4 301.7

佐賀県 43.3 38.1 121.8 佐賀県 203.1 131.7 234.9 298.7

長崎県 41.2 36.7 91.4 長崎県 192.7 121.1 240.0 290.2

熊本県 41.7 37.2 75.2 熊本県 195.6 118.4 218.0 302.0

大分県 39.6 35.4 78.3 大分県 192.4 129.4 219.1 291.9

宮崎県 40.7 36.4 90.9 宮崎県 199.0 136.9 239.3 297.8

鹿児島県 40.9 36.3 89.6 鹿児島県 197.5 116.2 233.0 292.5

沖縄県 44.2 39.9 70.4 沖縄県 212.4 158.6 227.8 294.3

注 ：1)  受給者１人当たり費用額 = 費用額／受給者数

　　 2)  費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額の合計額である。

         市町村が直接支払う償還払いは含まない。

介護予防サービス 介護サービス
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３ 居宅サービスの状況 

  （１） 利用状況 

   平成 24 年４月審査分における平均利用率（居宅サービス受給者平均給付単位数の支給限度

基準額（単位）に対する割合）を要介護(要支援)状態区分別にみると、「要介護５」62.9％が

最も高く、次いで「要介護４」60.3％、「要介護３」56.5％となっている（図３）。 

   また、要介護(要支援)状態区分別に受給者の居宅サービス種類別の割合をみると、訪問介

護及び通所介護はいずれの要介護(要支援)状態区分でも３割を超えている。訪問看護は、要

介護(要支援)状態区分が高くなるに従って利用割合も高くなっている。（図４） 

 
図３ 居宅サービス受給者の平均給付単位数・平均利用率 
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2) 平均利用率（％） = 平均給付単位数／支給限度基準額×１００  
図４ 要介護(要支援)状態区分別にみた居宅サービス種類別受給者数の割合 
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（２） 訪問介護 

平成24年４月審査分の訪問介護受給者について要介護状態区分別に訪問介護内容類型の割

合をみると、要介護１では「生活援助」64.5％、要介護５では「身体介護」84.9％となって

おり、要介護状態区分が高くなるに従って「身体介護」の利用割合が高くなり、「生活援助」

の利用割合は低くなっている（図５）。 

図５ 要介護状態区分別にみた訪問介護内容類型別受給者数の割合 
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（千人） 注：1） 訪問介護内容類型別受給者数の割合 = 内容類型別の実受給者数／訪問介護受給者数

2） 「身体介護・生活援助」とは、身体介護に引き続き生活援助を行った場合をいう。

（％）

身体介護 身体介護・生活援助 生活援助 通院等乗降介助
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（３） 通所介護・通所リハビリテーション 

平成 24 年４月審査分の通所介護と通所リハビリテーションの受給者について要介護状態区

分別の割合をみると、「要介護１」～「要介護３」が全体の約８割を占めている（表９、図６）。 

表９ 通所介護－通所リハビリテーションの要介護状態区分別受給者数及び割合 

平成24年4月審査分

受給者数（千人） 構成割合（％） 受給者数（千人） 構成割合（％）
総　数 1 106.1    100.0  387.2    100.0

要介護１  365.4    33.0  113.9    29.4
要介護２  338.3    30.6  126.8    32.8
要介護３  206.2    18.6  76.8    19.8
要介護４  125.6    11.4  46.5    12.0
要介護５  70.6    6.4  23.1    6.0

通所介護 通所リハビリテーション

 

図６ 通所介護－通所リハビリテーションの要介護状態区分別受給者数の割合 

33.0

29.4

30.6

32.8

18.6

19.8

11.4

12.0

6.4

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通 所 介 護

通 所

リハビリテーション

要介護３ 要介護４

平成24年4月審査分

要介護２ 要介護５要介護１
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（４） 福祉用具貸与 

福祉用具貸与種目別に、１年間の単位数の割合をみると、「特殊寝台」が 33.1％、「車いす」  

が 20.5％となっており、「特殊寝台付属品」及び「車いす付属品」を含めると、特殊寝台及び

車いすの貸与が全体の約７割を占めている（表 10）。 

また、平成 24 年４月審査分の要介護（要支援）状態区分別件数の割合をみると、「体位変換

器」や「床ずれ防止用具」で要介護５の割合が高くなっている（図７）。 

 

表 10 福祉用具貸与種目別にみた件数・単位数 

構成割合（％） 構成割合（％）

総数  57 123.0 100.0  51 505.7  5 617.2 22 508 664 100.0 20 817 633  1 691 031

車いす  6 846.5 12.0  6 405.7   440.8 4 615 742 20.5 4 417 128   198 614

車いす付属品  2 165.6 3.8  1 968.4   197.3  404 190 1.8  368 669   35 521

特殊寝台  8 047.1 14.1  7 496.0   551.0 7 456 987 33.1 7 020 178   436 809

特殊寝台付属品  22 696.2 39.7  20 990.5  1 705.6 3 099 159 13.8 2 902 804   196 355

床ずれ防止用具  2 507.9 4.4  2 341.8   166.1 1 627 016 7.2 1 527 577   99 440

体位変換器   262.7 0.5   225.8   36.9  69 986 0.3  64 893   5 093

手すり  7 156.8 12.5  5 506.3  1 650.6 1 986 005 8.8 1 546 475   439 530

スロープ  1 338.1 2.3  1 209.5   128.6  821 116 3.6  753 622   67 494

歩行器  4 017.9 7.0  3 451.2   566.7 1 166 800 5.2 1 011 391   155 409

歩行補助つえ  1 278.0 2.2  1 150.9   127.1  142 909 0.6  129 531   13 378

認知症高齢者徘徊感知機器   134.7 0.2   103.4   31.3  89 960 0.4  72 187   17 773

移動用リフト   671.5 1.2   656.2   15.3 1 028 794 4.6 1 003 179   25 615

注：各年度とも5月審査分～翌年4月審査分までの累計である。

平成22年度
(千件）

平成23年度
(千件）

平成22年度
(千単位）

対前年度
増減数（千件）

件        数

対前年度
増減数（千単位）

単     位    数

平成23年度
(千単位）

 

 

図７ 福祉用具貸与種目別にみた要介護(要支援)状態区分別件数の割合 

平成 24 年 4 月審査分 
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手すり
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要支援１・２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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４ 地域密着型サービスの状況 

地域密着型サービス別に受給者数をみると、認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）が多

くなっている。なお、受給者数の推移をみると、小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）が

大きく増加している。(表 11) 

また、地域密着型サービス別に受給者の要介護（要支援）状態区分別の割合をみると、地域密

着型介護老人福祉施設サービスでは、「要介護４」「要介護５」の割合が高くなっている (図８)。 

 

表 11 地域密着型サービス別にみた受給者数の推移  

（単位：千人）

介護予防認知症対応型通所介護   0.7   0.8   0.8   0.7   0.8

介護予防小規模多機能型居宅介護   2.0   3.0   3.6   4.6   5.5

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   0.9   1.0   0.9   0.8   0.8

夜間対応型訪問介護   2.2   3.9   5.0   6.3   7.4

認知症対応型通所介護   46.1   49.9   53.6   56.1   58.0

小規模多機能型居宅介護   18.1   28.8   37.4   46.3   55.9

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   132.6   138.7   144.7   154.6   165.3

地域密着型特定施設入居者生活介護   1.3   1.9   2.7   3.4   4.4

地域密着型介護老人福祉施設サービス   3.0   5.7   8.4   10.5   18.0
注：平成23年４月審査分においては、東日本大震災の影響により、介護給付費明細書等を各都道府県国民健康保険団体連合会に

  　提出できない介護サービス事業所等や介護給付費明細書によらない概算請求・支払いがあったものと考えられる。

平成20年4月
審査分

平成21年4月
審査分

平成22年4月
審査分

平成23年4月
審査分

平成24年4月
審査分

 
 

 

図８ 地域密着型サービス別にみた要介護(要支援)状態区分別受給者数の割合 
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介護予防小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護
（短期利用以外）

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

夜間対応型訪問介護

地域密着型

特定施設入居者生活介護

地域密着型

介護老人福祉施設サービス

3.8
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５  施設サービスの状況 

（１） 要介護状態区分別にみた単位数・受給者 1人当たり費用額 

各施設サービスの１年間の単位数は、介護福祉施設サービスが最も高く、次いで介護保健施

設サービス、介護療養施設サービスとなっている。なお、要介護状態区分別にみると、介護福

祉施設サービスでは「要介護４」「要介護５」の割合が多く、介護保健施設サービスでは「要

介護３」「要介護４」の割合が多く、介護療養施設サービスでは「要介護５」の割合が多くな

っている。（表 12） 

  また、施設サービス受給者１人当たり費用額をみると、いずれの施設サービスも要介護状態

区分が高くなるほど費用額も高くなっており、特に介護療養施設サービスではその差が大きい

（図９）。 

 
表 12 施設サービス別にみた要介護状態区分別単位数 

平成23年5月審査分～平成24年4月審査分

単位数
(千単位）

構成割合
(%)

単位数
(千単位）

構成割合
(%)

単位数
(千単位）

構成割合
(%)

　総　　　　数 146 370 306 100.0 115 546 407 100.0 35 654 766 100.0

　要介護１ 3 559 554 2.4 9 675 391 8.4  256 640 0.7

　要介護２ 10 967 135 7.5 19 281 243 16.7  726 548 2.0

　要介護３ 27 693 108 18.9 27 756 003 24.0 2 550 672 7.2

　要介護４ 47 490 539 32.4 32 275 803 27.9 10 214 778 28.6

　要介護５ 56 658 839 38.7 26 557 753 23.0 21 906 117 61.4

介護福祉施設サービス 介護保健施設サービス 介護療養施設サービス

 

 

図９ 要介護状態区分別にみた施設サービス別受給者１人当たり費用額 
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注 ：受給者１人当たり費用額 = 費用額／受給者数  
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（２） 退所（院）者の入所（院）期間別割合 

平成 24 年３月中に退所（院）した施設サービス受給者について、要介護状態区分別に入所

（院）期間の割合をみると、介護福祉施設サービスでは、いずれの要介護状態区分でも１年

～５年未満の割合が最も多い。 

介護保健施設サービスでは、要介護状態区分別にあまり差はみられない。 

介護療養施設サービスでは、「要介護１」「要介護２」では 90 日未満の割合が多く、「要介

護４」「要介護５」では、１年～５年未満の割合が多い。（図 10） 

 

   図 10 施設サービス・要介護状態区分別にみた退所(院)者の入所(院)期間別構成割合 
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    注：介護福祉施設サービスには、地域密着型介護老人福祉施設サービスを含む。 



統計表１　介護予防サービス受給者数，月・サービス種類別
（単位：千人）

平成23年5月
審査分

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
平成24年1月

審査分
2月 3月 4月

総数  892.1  898.7  903.4  906.6  907.8  916.5  924.8  931.8  934.2  927.4  926.3  932.0 

介護予防居宅サービス  879.5  886.3  890.8  894.4  895.8  903.9  912.6  919.6  921.9  915.6  914.4  919.3 

訪問通所  853.0  859.2  864.2  867.7  868.6  877.0  885.3  892.2  894.8  887.9  886.8  891.6 

介護予防訪問介護  411.3  412.8  414.1  416.8  418.1  421.7  425.3  427.2  429.1  424.5  424.4  424.0 

介護予防訪問入浴介護  0.4  0.4  0.4  0.4  0.4  0.4  0.4  0.4  0.5  0.5  0.5  0.5 

介護予防訪問看護  26.6  26.9  27.2  27.4  27.8  28.1  28.4  28.9  28.9  28.9  29.0  29.3 

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  8.8  8.9  9.1  9.2  9.4  9.5  9.6  9.8  9.8  9.6  9.7  9.7 

介護予防通所介護  354.9  358.7  362.8  363.8  362.3  367.8  372.1  377.2  377.8  372.6  373.1  378.4 

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  117.8  118.0  118.6  117.9  117.5  118.8  119.5  119.9  119.5  117.3  117.1  117.9 

介護予防福祉用具貸与  189.4  193.4  196.6  198.9  201.7  204.5  208.7  211.6  213.8  215.1  215.4  218.4 

短期入所  9.3  9.5  9.2  9.9  10.4  10.1  10.5  10.3  9.5  9.3  9.3  9.8 

介護予防短期入所生活介護  8.2  8.4  8.1  8.8  9.3  9.0  9.4  9.1  8.5  8.3  8.3  8.8 

介護予防短期入所療養介護（老健）  1.0  1.0  1.0  1.1  1.1  1.1  1.1  1.1  1.0  1.0  0.9  1.0 

介護予防短期入所療養介護（病院等）  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1 

介護予防居宅療養管理指導  21.8  22.7  22.5  22.5  22.7  22.6  23.0  23.4  23.0  23.3  23.5  23.5 

介護予防特定施設入居者生活介護  21.0  21.1  21.2  21.2  21.3  21.3  21.5  21.4  21.7  21.8  21.8  21.9 

介護予防支援  845.3  848.0  856.0  860.1  861.3  871.1  877.8  885.6  888.8  879.8  879.9  885.2 

介護 防地域密着型サ

1
5

介護予防地域密着型サービス  6.3  6.4  6.4  6.6  6.6  6.6  6.7  6.8  6.9  7.0  7.0  7.1 

介護予防認知症対応型通所介護  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8 

介護予防小規模多機能型居宅介護  4.7  4.8  4.8  5.0  5.1  5.0  5.1  5.2  5.3  5.4  5.4  5.5 

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8  0.8 

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）  0.0  0.0  0.0 -  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0 



統計表２　介護サービス受給者数，月・サービス種類別
（単位：千人）

平成23年5月
審査分

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
平成24年1月

審査分
2月 3月 4月

総  数  3 313.9  3 347.9  3 367.3  3 371.5  3 395.3  3 399.7  3 429.3  3 438.4  3 440.9  3 433.5  3 432.9  3 458.2 

居宅サービス  2 301.5  2 328.0  2 342.0  2 347.5  2 360.0  2 366.1  2 396.5  2 404.0  2 407.4  2 396.9  2 394.9  2 418.7 

訪問通所  2 045.8  2 067.2  2 082.7  2 084.9  2 091.8  2 101.2  2 128.6  2 133.3  2 137.0  2 121.1  2 117.0  2 139.7 

訪問介護   838.3   844.7   852.0   853.1   856.2   861.3   872.0   874.2   875.3   865.1   868.0   876.6 

訪問入浴介護   81.3   81.5   81.6   81.5   80.7   80.4   81.2   81.2   82.6   81.0   80.2   81.6 

訪問看護   259.9   261.9   266.1   266.3   268.3   269.6   272.8   273.5   274.9   272.0   272.8   275.8 

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ   62.7   63.6   65.1   65.2   65.7   66.4   67.1   67.9   67.9   67.2   67.7   68.4 

通所介護  1 045.4  1 057.8  1 069.9  1 072.2  1 076.4  1 086.2  1 102.3  1 109.0  1 109.2  1 091.2  1 090.2  1 106.1 

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ   382.9   385.9   389.8   389.4   389.2   390.2   394.0   394.7   392.6   385.0   382.0   387.2 

福祉用具貸与  1 104.7  1 120.8  1 133.4  1 135.0  1 139.0  1 145.0  1 163.9  1 168.4  1 174.4  1 172.5  1 171.3  1 185.9 

短期入所   333.3   342.1   340.3   346.0   355.2   350.7   359.8   356.4   350.5   339.2   332.1   348.8 

短期入所生活介護   285.0   292.0   290.3   296.2   304.5   300.8   307.7   305.4   301.9   294.0   288.5   301.7 

短期入所療養介護（老健）   48.8   50.6   50.5   50.5   51.2   50.6   52.9   51.8   49.4   45.7   44.2   47.8 

短期入所療養介護（病院等）   3.8   3.9   3.8   3.7   3.9   3.8   3.9   3.7   3.5   3.4   3.3   3.5 

居宅療養管理指導   327.9   334.3   337.0   340.5   345.4   344.6   350.7   356.0   355.7   357.6   360.1   363.3 

特定施設入居者生活介護   129.0   130.6   131.8   132.7   133.4   134.5   135.8   135.7   137.0   137.3   138.4   139.9 

居宅介護支援 2 061 4 2 074 7 2 095 2 2 097 3 2 104 9 2 116 0 2 137 3 2 144 3 2 148 3 2 132 1 2 133 9 2 155 2

1
6

居宅介護支援 2 061.4 2 074.7 2 095.2 2 097.3 2 104.9  2 116.0 2 137.3 2 144.3 2 148.3 2 132.1 2 133.9 2 155.2 

地域密着型サービス   283.5   289.0   291.7   293.4   296.0   297.8   300.8   302.0   303.7   303.7   304.5   308.5 

夜間対応型訪問介護   6.5   6.5   6.7   6.7   6.7   6.7   6.8   7.1   7.1   7.2   7.3   7.4 

認知症対応型通所介護   56.8   57.3   57.8   57.9   58.0   58.6   59.1   59.2   59.2   57.7   57.6   58.0 

小規模多機能型居宅介護   47.6   49.3   50.0   50.6   51.4   52.0   52.8   53.5   53.9   54.3   54.7   55.9 

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   157.0   158.6   159.3   159.8   160.8   161.0   162.1   162.1   162.8   163.4   163.6   165.3 

認知症対応型共同生活介護（短期利用）   0.3   0.3   0.2   0.3   0.3   0.3   0.3   0.3   0.3   0.3   0.3   0.3 

地域密着型特定施設入居者生活介護   3.5   3.6   3.7   3.7   3.8   4.0   4.0   4.1   4.2   4.2   4.3   4.4 

地域密着型介護老人福祉施設ｻｰﾋﾞｽ   12.7   14.2   14.6   15.1   15.6   15.9   16.4   16.5   16.9   17.3   17.4   18.0 

施設サービス   858.9   861.7   863.2   861.0   870.4   868.0   869.4   868.7   870.7   869.8   869.3   872.7 

介護福祉施設ｻｰﾋﾞｽ   446.1   449.1   451.3   449.7   454.9   454.3   455.3   455.7   456.7   456.6   456.4   457.4 

介護保健施設ｻｰﾋﾞｽ   334.2   333.7   333.7   333.4   336.9   335.8   336.7   335.9   337.3   336.7   336.6   339.3 

介護療養施設ｻｰﾋﾞｽ   83.0   82.8   81.9   81.2   81.8   80.9   80.6   80.3   80.1   79.8   79.7   79.7 
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用 語 の 定 義 

 

 

(1) 原審査 

 介護サービスを提供した事業所から請求のあった介護給付費明細書等に対する審査をいい、

計画単位数を超える請求があった場合は査定減点されることがある。 

 なお、原則としてサービス提供月の翌月が各都道府県国民健康保険団体連合会の審査月と

なっている。 

(2) 受給者数 

 当該審査月に保険請求のあった者の数であり、同一被保険者が同一月に２種類以上のサー

ビスを受けた場合、サービスごとにそれぞれ計上するが、総数、小計には１人と計上してい

る。 

なお、年間累計受給者数は、各審査月の受給者数を合計している。 

(3) 年間実受給者数 

    平成23年４月から平成24年３月の各サービス提供月の介護予防サービスまたは介護サービ

ス受給者について名寄せを行ったものであり、当該期間中に被保険者番号の変更があった場

合には、別受給者として計上している。 

(4) 年間継続受給者数 

    平成23年４月から平成24年３月の各サービス提供月について１年間継続して介護予防サー

ビスまたは介護サービスを受給した者をいう。 

(5) 認定者数 

 要介護（要支援）認定を受け、介護保険の受給資格がある者として、審査月の前月中に受

給者台帳に登録されている者をいう。 

(6) 費用額  

 保険給付額と公費負担額、利用者負担額（公費の本人負担額を含む）の合計額である。 

(7) 単位数 

 介護サービス費用の単位であり、１単位の単価は地域により異なる。 

(8) 居宅サービス給付単位数 

 介護給付費明細書のうち、居宅サービス支給限度額管理対象単位数の合計である。 

(9) 支給限度基準額（居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区

分支給限度基準額） 

  居宅サービス・地域密着型サービス・介護予防サービス・地域密着型介護予防サービスに

ついて、要介護（要支援）状態区分に応じて定められた、１か月間に利用できる保険給付対

象となるサービス費用の上限をいう。 
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  (10) 訪問介護内容類型 

  ・身体介護…利用者の身体に直接接触して行う介護等と、日常生活に必要な機能の向上等のた

めの介助及び専門的な援助をいう。 

  ・生活援助…日常生活に支障が生じないように行われる調理・洗濯・掃除等をいう。 

・通院等乗降介助…要介護者の通院等のために指定訪問介護事業所の訪問介護員等が、自ら運

転する車両への乗車・降車の介助を行い、あわせて乗車前・降車後の屋内外での

移動等の介助、または通院先・外出先での受診等の手続・移動等の介助を行うこ

とをいう。 
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